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諮問番号：令和６年度（処分）諮問第１号 

答申番号：令和６年度（処分）答申第１号 

 

答申書 

 

第１ 草津市行政不服審査会の結論 

本件諮問に係る審査請求（以下「本件審査請求」という。）を棄却すべきである。 

 

第２ 事案の概要 

本件事案は、審査請求人が、以下の経過により令和６年１月１６日付けで草津市長（以下

「処分庁」という。）が行った特別児童扶養手当認定請求却下処分（以下「本件処分」とい

う。）を取り消す裁決を求めた事案である。 

 

第３ 本件審査請求に至った経過 

 １ 令和５年１２月４日、審査請求人は、処分庁に、対象となる子の障害にかかる「特別児

童扶養手当認定請求書」と必要書類（診断書等）を添えて提出した。 

 ２ 処分庁は、同年１２月１２日、審査請求人から提出された診断書等を滋賀県知事に送付

したところ、同月２７日、滋賀県知事から処分庁に対し、特別児童扶養手当の支給要件に非

該当との医師の審査の結果を記した特別児童扶養手当診断調書が送付された。 

   処分庁は、令和６年１月１６日、審査請求人に対し、上記診断調書に基づき、特別児童

扶養手当認定請求却下通知書を送付した。本件処分の通知書の却下理由には、「神経症にあ

っては、その症状が長期間持続し、一見重症なものであっても、障害の状態とは評価しませ

ん。診断書では、神経症と考えられるため、障害の状態とは評価できず、特別児童扶養手当

の支給要件に該当しません。」との記載があった。 

 ３ 審査請求人は、同年１月２３日に本件処分を知ったと述べている。 

 ４ 同年４月２２日、審査請求人は、本件処分を取り消すとの裁決を求めることを内容とす

る審査請求書を処分庁に提出した。 
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第４ 本件審査請求での審理関係人の主張の要旨 

 １ 審査請求人の主張の要旨 

   審査請求人の主張は、次のとおりである。 

   ・令和６年１月１６日付本件処分を取り消すとの裁決を求める。 

 

 ２ 処分庁の主張の要旨 

   処分庁の主張は、次のとおりである。 

・本件審査請求を棄却するとの裁決を求める。 

 

第５ 審理員意見書の要旨 

 １ 結論 

   以下のとおり、本件審査請求には理由がないことから、行政不服審査法（平成２６年法 

律第６８号）第４５条第２項の規定により、本件審査請求は棄却されるべきである。 

 

 ２ 理由 

  （１） 本件処分の法令上の根拠について 

① 特別児童扶養手当の認定事務については、特別児童扶養手当等の支給に関する法律 

（以下「法」という。）第５条第１項の規定により、都道府県知事が実施主体となる

ものであるが、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１７の２第１項

の規定に基づいた、滋賀県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例別表第

４０号の規定により、処分庁が当該事務を処理することとされている。 

 

② 法第３条１項では、特別児童扶養手当の支給の要件として、障害児の父若しくは母

がその障害児を監護するときは、その父若しくは母に特別児童扶養手当が支給される

ことを定めている。 

    「障害児」とは、２０歳未満であって、法第２条第５項に規定する障害等級に該当す

る程度の障害の状態にある者をいい（同条第１項）、同条第５項で委任する特別児童
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扶養手当等の支給に関する法律施行令（昭和５０年政令第２０７号。以下「施行令」

という。）別表第３（第１条関係）１級の部１０の項および２級の部１６の項で「精

神の障害であって、前各号と同程度以上と認められる程度のもの」と定められている

ところ、同表１級の部９の項には「日常生活の用を弁ずることを不能ならしめる程度

のもの」、同表２級の部１５の項には「日常生活が著しい制限を受けるか、又は日常

生活に著しい制限を加えることを必要とする程度のもの」との要件が定められてい

る。 

 

③ 「特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令別表第３における障害の認定につ

いて」（昭和５０年９月５日付け児発第５７６号。以下「通達」という。）には、内

科的疾患に基づく身体の障害及び精神の障害の程度の判定にあたっては、現在の状

態、医学的な原因及び経過、予後等並びに日常生活の用を弁ずることを不能ならしめ

る程度等を十分勘案し、総合的に認定を行うこと、との記載がある。 

１級に定める「日常生活の用を弁ずることを不能ならしめる程度」とは、「精神上

若しくは身体上の能力が欠けているかまたは未発達であるため、日常生活において常

に他人の介助、保護を受けなければほとんど自己の用を弁ずることができない程度の

ものをいうものであること」、２級に定める「日常生活が著しい制限を受けるか又は

日常生活に著しい制限を加えることを必要とする程度」とは「他人の助けをかりる必

要はないが、日常生活は極めて困難であるものをいうものであること」とされている。 

④ 通達中の別紙・別添１「第７節／精神の障害」「２認定要領」において、精神の障

害は、「統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害」、「気分（感情）障害」、

「症状性を含む器質性精神障害」、「てんかん」、「知的障害」、「発達障害」に区

分すると規定されている。 

 また、上記「２認定要領」（５）においては、「神経症にあっては、その症状が長

期間持続し、一見重症なものであっても、障害の状態とは評価しない。（その臨床症

状から判断して精神病の病態を示しているものについては、統合失調症または気分

（感情）障害に準じて取り扱う。）」との記載がある。 
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  （２） 審査請求の理由について 

① 審査請求人は、処分庁に対し、「適応障害、抜毛症」との記載した診断書を提出し

ているところ、当該診断名は、通達が示す、第５の２の（１）の④で記載する認定区

分にはあてはまらない。 

また、通達においては、神経症においてもその臨床症状から判断して精神病の病態

を示しているものについては、統合失調症又は気分（感情）障害に準じて取り扱われ

るところ、本件で提出された当該診断書においては、その臨床症状からして精神病の

病態を示している旨の判断もされていないと考えられる。 

加えて、処分庁は、審査請求人から提出された診断書を、滋賀県が委託する医師に

送付し、その意見に基づいて認定を行っているという事情がある。 

その他、審査請求人からは、何ら詳細な主張が出されておらず、反論書に対しても

意見を述べることはしていない。審査請求人の子の日常生活の様子を述べるような様

子もなく、その日常生活に及ぼす障害の程度は全く明らかではない。 

したがって、第５の２の（１）の②および③記載の法令上の根拠が示す１級、２級

の程度に該当するものとは認められない。 

② 以上より、本件処分の取消を求める審査請求人の請求については、理由がない。 

 

第６ 調査審議の経過 

草津市行政不服審査会（以下「審査会」という。）は、本件審査請求について、次のとおり

調査審議を行った。 

令和６年１１月２１日 諮問書の受理 

令和７年２月５日 調査審議 

 

第７ 審査会の判断の理由 

 １ 審査請求に係る審理手続について 

   本件審査請求については、審理員による審理手続が適正に行われたものと認められる。 
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 ２ 審査会の判断について 

 （１） 本件処分の法令上の根拠 

    特別児童扶養手当の認定事務については、法第５条第１項の規定により、都道府県知

事が実施主体となるものであるが、滋賀県知事の権限に属する事務の処理の特例に関す

る条例別表第４０号の規定により、処分庁が当該事務を処理することとされている。 

 「障害児」とは、２０歳未満であって、法第２条第５項に規定する障害等級に該当す

る程度の障害の状態にある者をいい（同条第１項）、施行令別表第３（第１条関係）１

級の部１０の項および２級の部１６の項で「精神の障害であって、前各号と同程度以上

と認められる程度のもの」と定められているところ、同表１級の部９の項には「日常生

活の用を弁ずることを不能ならしめる程度のもの」、同表２級の部１５の項には「日常

生活が著しい制限を受けるか、又は日常生活に著しい制限を加えることを必要とする程

度のもの」との要件が定められている。 

 通達には、内科的疾患に基づく身体の障害及び精神の障害の程度の判定にあたっては、

現在の状態、医学的な原因及び経過、予後等並びに日常生活の用を弁ずることを不能な

らしめる程度等を十分勘案し、総合的に認定を行うこと、また、神経症にあっては、そ

の症状が長期間持続し、一見重症なものであっても、障害の状態とは評価しない（その

臨床症状から判断して精神病の病態を示しているものについては、統合失調症または気

分（感情）障害に準じて取り扱う。）との記載がある。 

 （２） 本件処分の妥当性について 

    通達において、神経症においてはその臨床症状から判断して精神病の病態を示してい

るものについては、統合失調症又は気分（感情）障害に準じて取り扱われるところ、本

件で提出された当該診断書においては、その臨床症状からして精神病の病態を示してい

る旨の判断もされていないと考えられる。 

 また、処分庁は、審査請求人から提出された診断書を、滋賀県が委託する医師に送付

し、その意見に基づいて認定を行っているという事情がある。 

 したがって、法令上の根拠が示す１級、２級の程度に該当するとは認められず、本件

処分の取消を求める審査請求人の請求については、理由がない。 



 

6 

 

 （３） 結論 

   以上の理由から、第１の審査会の結論のとおり判断するものである。 

 

第８ 付言 

  再申請についての情報を適宜提供されたい。 

 

草津市行政不服審査会 

委 員（会 長） 北 村  和 生 

委 員      中 村  正 哉 

委 員      稲 田  ま す み 


